
令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業

実績額

交付金 その他財源 一般財源

1
住民税非課税世帯支援給付

金【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　138世帯×70千円　　のうちR６計画分

④R５年度分の住民税非課税世帯　（138世帯）

2,520千円 2,520千円

村内の対象世帯のすべての世帯に対して支

援金の給付を行うことができた。これに

より物価高騰の影響を受けている世帯の

支援を行えた。

住民福祉課

2

低所得世帯・こども・定額

減税補足給付金【物価高騰

対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③令和６年度非課税化世帯　12世帯×100千円

　令和６年度均等割のみ課税化世帯　6世帯×100千円

　子ども加算　18人×50千円

　定額減税を補足する給付の対象者　293人　(7100千円）

事務費　317千円

④低所得世帯等の給付対象世帯数（44世帯）

　定額減税を補足する給付の対象者数（293人）

6,928千円 6,928千円

村内の対象世帯のほぼすべての世帯に対し

て支援金の給付を行うことができた。こ

れにより物価高騰の影響を受けている世

帯の支援を行えた。

総務企画課

住民福祉課

3
低所得世帯物価高騰緊急支

援給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維

持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③令和６年度住民税均等割非課税世帯　118世帯×30千円

　子ども加算　15人×20千円　　のうちR６計画分

　事務費　411千円

④低所得世帯等の給付対象世帯数（118世帯）

3,750千円 3,750千円

村内の対象世帯のほぼすべての世帯に対し

て支援金の給付を行うことができた。こ

れにより物価高騰の影響を受けている子

育て世帯の支援を行えた。

住民福祉課

4 新庄村生活者等支援事業

①村内の対象事業者でのみ使用できる支援券を全村民に配布することで、昨今の

物価高騰の影響を受けている村内の生活者や事業者の支援を行う。

②支援券の給付費用及び事務費

③ア　給付費　１０千円×７９２人＝７，９２０千円

　イ　事務費　２５０千円

④村内の生活者及び事業者

7,697千円 4,000千円 3,697千円

配布できなかったものを除き、使用率は

97.68％であり、全支援券の使用という目

標は達成できなかったが、物価高騰対策

として一定の効果があったものと考える。

総務企画課

番号 事業名

事業の概要

　　①目的・効果

　　②交付金を充当する経費内容

　　③積算根拠（対象数、単価等）

　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効果検証 担当



令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業

実績額

交付金 その他財源 一般財源
番号 事業名

事業の概要

　　①目的・効果

　　②交付金を充当する経費内容

　　③積算根拠（対象数、単価等）

　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

効果検証 担当

5 学校給食価高騰対策事業

①食料品等の価格高騰による影響を受けている子育て支援に対して、給食費の一

部を負担することにより、負担軽減を図る。

②村内小中学校の生徒の給食費のうち物価高騰分

③４８３２千円（当初予算分：４，６００千円＋物価高騰分：２３２千円）

　※上記の物価高騰分に交付金を活用（教職員の給食費を含めない）

④小中学校の生徒保護者

4,685千円 232千円 4,453千円

村内小中学校の児童生徒の保護者を対象

に、物価高騰分に相当する給食費の負担

軽減を実施した。これにより、食料品価

格上昇の影響を受ける子育て世帯の経済

的負担を抑制し、家計支援と安定した学

校給食の提供維持に寄与することができ

た。

教育委員会

6
農業資材等物価高騰対策事

業

①継続的な物価上昇に伴う農業資材、肥料及び燃料等の高騰の影響を受けている

村の主要作物であるヒメノモチ農家に対して、出荷高に応じた助成を行うこと

で、次年度以降の農業の継続を図る。

②農家への助成金

③令和６年ヒメノモチ出荷高３，３６６俵×１，５００円／俵

④村内の農家

5,049千円 3,608千円 1,441千円

物価高騰の影響を受けているヒメノモチ農

家に対し、出荷高に応じた助成を実施し

た。これにより、肥料・燃料等の価格上

昇による経営負担の軽減を図り、主要作

物の安定生産と次年度以降の営農継続を

下支えする効果があった。

産業建設課


